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○留学を通じて、外国語によるコミュニケーション能力、異文化・社会への適応能力、海外へのチャレンジ精神などを
向上させる意欲があり、
将来、日本企業の国際的な事業活動において、グローバルに活躍する意志を持つ者
（海外経験不問）

○学業成績の最低要件（大学入学後に取得した単位の平均が一定以上）を満たす者
○英語検定試験（TOEFL iBT 61点（ITP/PBT 500点）またはIELTS 5.0点）以上

○30名程度

○一人100万円の奨学金を支給。
使途は限定せず、留学中に自己研鑽や見聞を広め多様な経験を積むための資金とする。



○「ほぼ完全に/かなりの部分は入社前に身につけて欲しい」項目として、従業員規模に関わらず、 「①主体性」「④好奇心・チャレンジ
精神」「⑬規律性」が上位３項目を占めている。

○「かなりの部分/基本的に全て入社後に育成する」項目では、全ての業種において、「⑤課題発見力」 「⑥計画力」 「⑦創造力」が上位
３項目以内を占めている。

○「⑮異文化理解力」「⑯ナショナル・アイデンティティ」「⑰TOEIC730 点以上」について、「2,000 名以上」の企業では、「そのような能力・
性質はそもそも必要としない」割合が比較的低く、ニーズが相対的に高いことが伺える。
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出典：経産省委託調査「大学におけるグローバル人材育成のための指標調査」（H24/3月)
従業員規模別分析

○企業が新卒入社人材に求められる能力・性質の中で、「ほぼ完全に/かなりの部分は入社前に身につけて欲しい」項目としては、グロー
バル人材比率に関わらず、「①主体性」「④好奇心・チャレンジ精神」「⑬規律性」のが上位３項目を占める。

○一方、「かなりの部分/基本的に全て入社後に育成する」項目としては、グローバル人材比率に関わらず、「⑤課題発見力」「⑥計画力」が
高い。また、「0％」「0％超25％未満」では「⑦創造力」が、「25％超50％未満」では、「⑦創造力」と「⑭ストレスコントロール力」が、「50％
超」では「⑭ストレスコントロール力」と「⑮異文化理解力」が高くなっている。

○ 「⑮異文化理解力」「⑯ナショナル・アイデンティティ」「⑰TOEIC730 点以上」について、「ほぼ完全に/かなりの部分は入社前に身につけ
て欲しい」と「かなりの部分/基本的に全て入社後に育成する」を比較すると、前者の割合のほうが高いが、後者も一定程度見られ、学校
のみならず、入社後にグローバルビジネスに係るスキル・能力等を習得させようと考えている企業も見られる。
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出典：経産省委託調査「大学におけるグローバル人材育成のための指標調査」（H24/3月)
グローバル人材比率別分析
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出典：経産省委託調査「大学におけるグローバル人材育成のための指標調査」（H24/3月)

グローバル人材需要量の将来推計
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出典：経産省委託調査「雇用のミスマッチの実態分析」（H13/7月)
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２．基準認証人材育成に係る近年の取組み

３．標準化スキルスタンダードへの期待

（２）ＩＳＯ・ＩＥＣへの提案件数推移（３カ年平均の推移）（１）国際幹事引受数推移

国際標準の提案件数の倍増欧米並の幹事国引受数の実現

国際標準化戦略目標（平成18年11月9日）

２０１５年までに欧米諸国に比肩しうるよう、国際標準化を戦略的に推進。

＜「国際幹事引受数」及び「国際標準提案件数」＞

ISO・IEC
（日本計）

ISO・IEC
（総数計）

割合
（％）

2001-2003 63 1557 4.0

2002-2004 71 1559 4.6

2003-2005 86 1587 5.4

ISO
（日本計）

割合
（％）

IEC
（日本計）

割合
（％）

2005年末 47/734 6.40 13/172 7.56

2006年末 50/732 6.83 13/171 7.60

2007年末 53/743 7.13 14/171 8.19

国際標準化戦略目標の達成状況①

ドイツ アメリカ イギリス 日本

ISO IEC

フランス 中国 スウェーデン

2004-2006 94 1450 6.5

2005-2007 96 1413 6.8

2006-2008 102 1472 6.9

2007-2009 112 1557 7.2

2008-2010 125 1636 7.6

2009-2011 129 1604 8.1

年末 / /

2008年末 59/743 7.97 15/173 8.67

2009年末 59/722 8.17 15/174 8.62

2010年末 58/724 8.01 15/174 8.62

2011年末 67/725 9.24 23/189 12.17

130 117
6970 67 45

25
ドイツ アメリカ イギリス日本フランス スウェーデン 中国

35 25 24 2023
7 6

（３）国際幹事引受数の国別内訳（2011年末）
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2006年11月に掲げた「国際標準化戦略目標」を達成するために策定した「今後の取組方針」を具現化するため、日
本工業標準調査会は、2007年7月に「国際標準化アクションプラン」を策定した。その後、2011年7月に当該アクション
プランの改訂を行い、その実施状況をJISCがフォローアップすることとしている。

１．企業経営者等の意識改革

・企業トップとの直接対話

→2011年10月～12月、国内主要企業約１５社を訪問し、企業トップと直接
対話。

・懇談会・シンポジウム等における講演

→2010年7月、日本経団連にて、「中国における標準化の動向について」
講演 意見交換

３．世界で通用する標準専門家の育成

・専門家育成研修の継続的実施

→国際標準化研修（入門編、中級編、訪問形式）（有償：延べ12回、約460

名） 【日本規格協会主催】

→大学における標準化に関する特別講座の拡充（延べ２校）
【日本規格協会が大学と連携して実施】

表彰制度の継続実施

＜「国際標準化戦略目標」に基づく国際標準化アクションプランのフォローアップ＞

（１）「取組方針」実施状況のフォローアップ（2011年における主な実施事項）

国際標準化戦略目標の達成状況②

講演・意見交換。

・国際標準化の活用ガイドライン・取組事例集の提供

→標準化戦略に連携した知財マネジメント事例集を作成

２．国際標準の提案に向けた重点的な支援強化

・資源の重点配分

→知的財産推進計画等における国際標準化推進分野に対応する重点

テーマを選定（新規21テーマ）。

→トップスタンダード制度の構築（平成24年度より開始）

・新しい分野の国際標準化への取組強化

→スマートグリッド国際標準化活動への戦略的対応

・表彰制度の継続実施

→総理大臣、経済産業大臣表彰及び国際標準化分野の若手専門家等を対象
とした産業技術環境局長表彰

４．アジア太平洋地域における連携強化
・アジア基準認証推進事業

→アジア諸国と連携し９テーマについてプロジェクトを実施

・国際会議・技術協力等の継続的実施

→2011年3～4月タイバンコクにてＰＡＳＣ会合を実施。6月韓国釜山にて北東ア

ジア標準協力フォーラム、ＣＪＫ－ＳＩＴＥ等を実施。9月米国サンフランシスコ

にて、ＡＰＥＣＳＣＳＣ会議を実施。【国際会議】

→2011年10～11月東京にて、アセアン国際標準開発研修、アセアン製品認証

研修を実施。12月フィリピンマニラにてＩＥＣ－ＡＰＳＧセミナーを実施。【技術

協力】

（２）各分野（産業基盤、環境生活、情報電子、管理システム）における活動状況（別紙）
15

出典：第95回日本工業標準調査会標準部会（H24/6/1)資料画像電子学会第11回国際標準化教育研究会（H25/1/25）

�消費者

→消費者の視点
による規格の
必要性を判断
する人材

→消費財の品質
あ 方

�企業人材

→企業において研究開発、製品開発等
に従事し、規格原案の作成や、フォー
ラム・コンソーシアム等への出席により
標準化業務にも携わっている人材

→企業内で、事業戦略に携わる人材で
あって、標準化の重要性を理解し、企
業戦略面から標準を扱うことを求めら

�研究者
（大学・研究機関）

→学識経験に
基づいて公
共的な側面
から標準化
活動に参画
する人材

�国際標準専門家
（企業・工業会・大学等）

→ISO、IECなどの国際会議
に出席し、実際に規格の策

定に携わる人材

国際標準化の知識の習得が求められる人材

○国際標準の専門家に加え、それを活用する立場の人材の育成も重要
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のあり方に対
して提言をす
る人材

業戦略面から標準を扱うことを求めら
れる人材

→マネジメント規格等の新たな標準を理
解し、適切な対処を求められる人材

�小・中・高・高専生

する人材

→学生に標準
化教育を実
施する人材

�学生（大学院生、大学生（事務系・技術系とも））
→将来、企業人材、国際標準専門家、研究者になる人材

出典：日本工業標準調査会人材育成政策特別委員会報告書『今後の標準化人材育成のあり方について』（H20/7/16)資料画像電子学会第11回国際標準化教育研究会（H25/1/25）



次世代に向けた標準化人材養成について（１）次世代に向けた標準化人材養成について（１）
企業における標準化人材育成取組事例

日立
○技術研修やベテランの知見共有のための語り部プロジェクト実施。
○標準化の事例紹介等を行う クシ プの開催

富士通

○マーケティング、Ｒ＆Ｄ、知的財産、スタンダードの「四位一体」を
理想として、スタンダード活動を事業戦略に組み込むべく活動を
推進。

○スタンダード推進委員会（副社長ヘッド）の開催。

○標準化と関連が強い部門（通信・デバイス・知財部門等）での標
準・関連知財教育。

○スタンダード活動表彰制度。
○インターンシップ生の受入、大学（院）での講義。 など

大学等における標準化人材育成取組事例

次世代を担う若者に対する標準化教育の状況
○大学・専門学校【講座】

2007年度 3校（千葉大学、東京工業大学 他）
2008年度 5校（早稲田大学 他）
2009年度 4校（東京理科大学 他）
2010年度 9校（九州工業大学 他）
2011年度 2校（中部大学、早稲田大学）
（2012年度 ＊九州大学で新規の講座開設準備中）
○小学校・中学校・高校への出前授業を実施

早稲田大学での取組
○早稲田大学大学院理工学術院の正規科目として開講。
○大学院生を中心とした講座であるが、理工学部生の聴講も可能。
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ソニー
○ソニー標準化フォーラム（年１回）の開催。
○国際標準化を題材としたビジネス交渉術セミナーの開催。
○標準化貢献表彰の実施（十数年前から）。 など

○標準化の事例紹介等を行うワークショップの開催。

○部門の実情に合わせた標準化教育推進のための教育分科会の
設置。

○全社表彰（国際標準化賞） など

キヤノン

○事業部及び関係会社からの要請に応じた標準化教育の実施（年
数回程度）。

○インターンシップ生の受入（2011年度まで）。
○学会等での講演。 など

出典：画像電子学会 第８回及び第９回国際標準化教育（STD）研究会資料
基準認証イノベーション技術研究組合 人材委員会資料

○大学院生を中心とした講座であるが、理 学部生の聴講も可能。
○ビジネスに役に立つ標準化知識を本授業で獲得することを目指す。
＜本講座での講義事項＞

○標準化が社会に果たす役割
○企業ビジネスと国際標準化
○標準化と他の知的財産の関係
○国際標準化が活用されている事例の研究
○研究開発段階から国際標準化を意識した事業計画の立案

九州大学での取組
○2012年度後期から、九州大学大学院の講座「技術経営・国際標準化
戦略特論」として開講。

○大学院共通科目として文系理系を問わず幅広い分野から聴講・受講
が可能。

○技術経営分野において国際標準化戦略の視点をもって①事業経営
を行う人材、②国際的な連携・競争の中で技術戦略を企画・推進する
人材を育成。

＜本講座での講義内容＞
○体系的知識： 技術経営と標準化概論

○国際ビジネス・政策現場： 企業経営者等、標準化専門家、政府関係者
からの実践講義

○実践： 政策企画立案・経営戦略実習画像電子学会第11回国際標準化教育研究会（H25/1/25）

次世代に向けた標準化人材養成について（２）次世代に向けた標準化人材養成について（２）

国際標準化活動を推進する上で、その
人材、特に次世代を担う人材が量・質

ともに不足気味。

これを少しでも解消するため、今後日
本から提案する標準化案を各国に賛
同させるようなマネージメントが出来る

人材の育成を目指す。
(第１期ヤンプロ・ジャパン講座・講義風景）

次世代の標準化人材養成プログラム（ﾔﾝﾌﾟﾛ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）の実行

参加を希望する各企業の若手を対象に国際標準化戦略に関する研修等を実施。
① ヤンプロ・ジャパン講座

［期 間］ 1期：2012年7月から9月まで実施 （場所：経済産業省）
2期：2013年1月から3月（予定） （場所：近畿経済産業局）

［講 師］ 主任講師：原田節雄氏（日本規格協会技術顧問）
[カリキュラム(骨子)] ○人と組織を動かす方法

○国際交渉術や英語表現等のビジネスツール
○国際標準化の組織と事例研究

② 若手人材実地研修（検討中）

③ 2014年IEC東京大会参加
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２．基準認証人材育成に係る近年の取組み

３．標準化スキルスタンダードへの期待

スキルスタンダード
＝「関連業務の明確化」

＋「業績指標・能力指標の策定」
• 標準化関連業務

業務マップにより個々の業務を明確化する

→ 標準化業務の定義化

→ 標準化業務の見える化（トップの理解の一助）

画像電子学会第11回国際標準化教育研究会（H25/1/25）

• 個々の業務について、以下の指標を策定

– 業績指標

– 能力指標

これらの指標を用いることにより、標準化人材の

１ 人事評価（それぞれの業務について３レベルを設定）

２ 人材育成（発掘、研修、能力開発・向上）

３ キャリアパス形成

が可能となる 20


